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平成 26 年 ２ 月 14 日

第 １２６７１ 号（金曜日）

毎 週 ２ 回 　 火 曜 　 金 曜 発 行

　　　　告　　　示
○保安林の指定 （森林管理課）　１
○保安林の指定予定の通知 （　　同　　）　１
○一般国道の区域の変更 （道路整備課）　３
○県道の区域の変更 （　　同　　）　３
○県道の供用の開始 （　　同　　）　３

　　　　公　　　告
○石川県農林総合研究センターで生産する種苗の配布公告
 （生産流通課）　４
○県営土地改良事業に係る換地計画の決定及び縦覧公告
 （経営対策課）　４

○市街地再開発組合の設立認可公告 （建築住宅課）　４

　　　　選挙管理委員会
○政治団体の届出の公表 　５
○政治団体の届出事項の異動の届出の公表 　５
○政治団体の解散の届出の公表 　６
○資金管理団体の届出の公表 　６
○不在者投票を取り扱うことのできる施設の指定 　７
○個人演説会、政党演説会及び政党等演説会を開催するこ
　とができる公営施設の指定の取消しの報告 　７

石川県告示第46号
　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林として指定する。
　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　保安林の所在場所

　　珠洲市真浦町ナ部49、51
２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める
標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び珠洲市役所に備え置いて縦覧に供す

る。）

石川県告示第47号
　森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から次のとおり保安林として指定する予定で
ある旨の通知があった。

　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　保安林予定森林の所在場所

　　小松市丸山町タ30の１、ナ43の３、子６、８、９、42から44まで、45の１、メ７、11、ヨ２の５、２の９

目　　　　　　　　　　　次

告　　　　　　　　示
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２　指定の目的

　　水源の涵
かん

養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める
標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 
　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び小松市役所に備え置いて縦覧に供す

る。）

１　保安林予定森林の所在場所

　　加賀市大聖寺地方町八55の１、55の３、55の7、63、白山市吉野二十七字73、瀬戸ヲ41
２　指定の目的

　　土砂の崩壊の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める
標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度 
　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び関係市役所に備え置いて縦覧に供す

る。）

１　保安林予定森林の所在場所

　　白山市女原子１の１から１の４まで

２　指定の目的

　　水源の涵養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める
標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 
　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び白山市役所に備え置いて縦覧に供す

る。）

１　保安林予定森林の所在場所

　　白山市白峰二十七号26の１
２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件
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　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める
標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度 
　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を石川県農林水産部森林管理課及び白山市役所に備え置いて縦覧に供す

る。）

石川県告示第48号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、次のとおり一般国道の区域を変更した。
　なお、その関係図面は、平成26年２月14日から同月28日まで縦覧に供する。 
　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

路 線 名
道　　　　路　　　　の　　　　区　　　　域 関係図面の

縦 覧 場 所変　　更　　の　　区　　間 旧新別 敷地の幅員（ｍ） 延長（ｍ）

２ ４ ９ 号
輪島市門前町大泊壱１番３地先から

輪島市門前町剱地オ27番２地先まで

旧 13.90～ 33.55 192.0 奥能登土木
総合事務所

維持管理課新 10.10～ 11.90 192.0

石川県告示第49号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、次のとおり県道の区域を変更する。
　なお、その関係図面は、平成26年２月14日から同月４日まで縦覧に供する。
　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

路 線 名
道　　　　路　　　　の　　　　区　　　　域 関係図面の

縦 覧 場 所変　　更　　の　　区　　間 旧新別 敷地の幅員（ｍ） 延長（ｍ）

金沢田鶴浜線

下記区間を道路区域から除外する。 県 央 土 木

総合事務所

維持管理課

金沢市広岡一丁目202番１地先から
金沢市広岡三丁目101番地先まで

0.00～ 4.38 27.2

田 尻 祖 母

浦 半 浦 線 
七尾市能登島曲町壱四196番２地先から
七尾市能登島曲町壱五220番８地先まで

旧 6.90～ 24.30 1298.7 中能登土木
総合事務所

維持管理課新 13.60～ 40.50 1298.7

輪 島 富 来 線
輪島市門前町二又川壱○七４番１地先から

輪島市門前町二又川壱○七３番１地先まで

旧 4.80～ 8.90 84.4 奥能登土木
総合事務所

維持管理課新 6.60～ 38.10 84.4

石川県告示第50号
　次のとおり県道の供用を開始するので、道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、告示する。
　なお、その関係図面は、平成26年２月14日から同月14日まで縦覧に供する。
　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　
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路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 供 用 開 始 の 期 日
関係図面の

縦 覧 場 所

田 尻 祖 母

浦 半 浦 線

七尾市能登島曲町壱四196番２地先から
七尾市能登島曲町壱五220番８地先まで

平 成 26 年 ２ 月 14 日
中能登土木

総合事務所

維持管理課

輪 島 富 来 線
輪島市門前町二又川壱○七４番１地先から

輪島市門前町二又川壱○七３番１地先まで
〃

奥能登土木

総合事務所

維持管理課

石川県農林総合研究センターで生産する種苗の配布公告

　石川県農林総合研究センター種苗配布規則（昭和28年石川県規則第16号の２）第２条の規定により、石川県農林総
合研究センターで生産する種苗の平成25年度の配布の種類、数量、代価及び配布期限を次のとおり定めた。
　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

年　産 種　類 数　量 代価（税抜き） 配布期限

平 成 25 年 産 水 稲 種 子 10,360kg　　　 379円/kg 平成 26年５月末
平 成 25 年 産 大 豆 種 子 1,475kg　　　 451円/kg 平成 26年７月末

県営土地改良事業に係る換地計画の決定及び縦覧公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により、次のとおり県営土地改良事業に係る換地計
画を定めたので、その関係書類を平成26年２月17日から同年３月17日まで縦覧に供する。
　なお、この換地計画については、同条第４項において準用する同法第87条第６項の規定に基づき、縦覧期間満了の
日の翌日から起算して15日以内に知事に異議申立てをすることができる。
　また、同法第89条の２第４項において読み替えて準用する同法第87条第７項の規定による異議申立てに対する決定
に不服がある者は、同法第89条の２第４項において準用する同法第87条第10項の規定により、県を被告として（県を
代表する者は、知事となる。）、当該決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、当該決定に対し

てのみ、取消しの訴えを提起することができる。

　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

事　　業　　名 地区（工区）名 縦覧に供する書類 縦　覧　場　所

県 営 ほ 場 整 備 事 業

　（ 面 的 集 積 型 ）　
羽 坂 地 区 換地計画書の写し

石川県中能登農林総合事務所

土 地 改 良 部 計 画 課

市街地再開発組合の設立認可公告

　都市再開発法（昭和44年法律第38号。以下「法」という。）第11条第１項の規定により、市街地再開発組合の設立
を次のとおり認可した。

　　平成26年２月14日
 石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

１　組合の名称

　　片町Ａ地区市街地再開発組合

２　事業施行期間

　　平成26年２月14日から平成29年３月31日まで

公　　　　　　　　告
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３　施行地区

　⑴　法第14条第１項の宅地
　　　金沢市片町二丁目の一部

　⑵　その他の区域
　　　一般国道157号、市道２級幹線311号武蔵・片町線及び市道片町２丁目線９号の各一部
４　事務所の所在地

　　金沢市片町２丁目２番５号

５　設立認可の年月日

　　平成26年２月７日
６　事業年度

　　４月１日から翌年３月31日まで
７　公告の方法

　　事務所の掲示板に掲示し、特に必要があるときは官報に掲載して行う。

８　権利変換を希望しない旨の申出をすることができる期限

　　平成26年３月15日

石川県選挙管理委員会告示第８号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定による政治団体の届出があったので、同法第７条の
２第１項の規定により、その名称等を次のとおり公表する。

　　平成26年２月14日
 石 川 県 選 挙 管 理 委 員 会　

（政党の支部以外の政治団体）

　国会議員関係政治団体以外の政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 会計責任者の氏名 主たる事務所の所在地 設立届受理年月日

ふるさと知事を

誕 生 さ せ る 会
松 田 和 也 菅 村 真 隆

金沢市三口新町１－11－23－
302

平成26年１月９日

金沢市医師連盟

谷本正憲後援会
竹 田 康 男 石 田 一 樹 金沢市長田２丁目１－８ 平成26年１月10日

金沢市医師連盟 竹 田 康 男 石 田 一 樹 金沢市長田２丁目１－８ 平成26年１月10日

Ｗ Ｉ Ｌ Ｌ 石 川 川　　　裕一郎 宮 島 義 治 金沢市増泉２丁目７番19号 平成26年１月14日

米光いさお後援会 斉 藤 貞 明 盛 　 俊 夫 白山市美川中町ソ36－１ 平成26年１月20日
林 上 司 後 援 会 今 田 照 雄 丸 田 利 之 小松市坊丸町甲235 平成26年１月24日
北 野 哲 後 援 会 北 　 博 人 森　　　外志明 能美市中ノ江町イ73番地 平成26年１月29日
輪 島 谷 本 正 憲

を 励 ま す 会
梶 　 文 秋 一二三　秀　仁 輪島市河井町17－45 平成26年１月30日

石川県選挙管理委員会告示第９号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条第１項の規定による政治団体の届出事項の異動の届出があったので、
同法第７条の２第１項の規定により、次のとおり公表する。

　　平成26年２月14日
 石 川 県 選 挙 管 理 委 員 会　

選 挙 管 理 委 員 会
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（政党の支部）

政治団体の名称 異動事項 新 旧 異動届受理年月日

自由民主党石川県遺族会支部 代　表　者 山　岸　由起子 釜 谷 則 子 平成26年１月15日
自 由 民 主 党 石 川 県

第 一 選 挙 区 支 部
会計責任者 荒　井　真智子 町 岡 光 則 平成26年１月23日

公 明 党 南 加 賀 総 支 部 会計責任者 片　山　瞬次郎 安 達 優 二 平成26年１月28日

（政党の支部以外の政治団体）

政治団体の名称 異動事項 新 旧 異動届受理年月日

西 田 は る お 後 援 会 代　表　者 新 木 　 昭 西 浦 勝 洋 平成26年１月７日

会 派 新 か な ざ わ
政治団体の

名称
会派新かなざわ 会 派 か な ざ わ 平成26年１月16日

梶 文 秋 後 援 会 代　表　者 園 又 輝 夫 相 上 純 孝 平成26年１月22日
は せ 浩 と あ ゆ む 会 会計責任者 荒　井　真智子 町 岡 光 則 平成26年１月23日
は せ 浩 連 合 後 援 会 会計責任者 荒　井　真智子 町 岡 光 則 平成26年１月23日
谷本正憲繊維協会後援会 会計責任者 稲 葉 良 二 本 庄 直 樹 平成26年１月27日

石川県選挙管理委員会告示第10号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定による政治団体の解散の届出があったので、同条第
３項の規定により、次のとおり公表する。

　　平成26年２月14日
 石 川 県 選 挙 管 理 委 員 会　

（政党の支部以外の政治団体）

政 　 治 　 団 　 体 　 の 　 名 　 称 解 散 届 受 理 年 月 日

北 村 く に ひ ろ 後 援 会 平成26年１月８日
太 田 あ り ひ こ 後 援 会 平成26年１月９日
金 七 祐 太 郎 後 援 会 平成26年１月９日
小 塩 作 馬 連 合 後 援 会 平成26年１月14日
小 塩 作 馬 後 援 会 平成26年１月14日
小 塩 作 馬 三 谷 地 区 後 援 会 平成26年１月14日
小 塩 作 馬 塩 屋 地 区 後 援 会 平成26年１月14日
森 喜 朗 後 援 会 連 合 会 平成26年１月15日
池 岡 か ず ひ こ 後 援 会 平成26年１月16日
大 幸 甚 連 合 後 援 会 平成26年１月28日
産 業 問 題 研 究 会 平成26年１月29日
富 樫 会 平成26年１月29日
紅 椿 会 平成26年１月29日

石川県選挙管理委員会告示第11号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定による資金管理団体の届出があったので、同法第19
条の２第１項の規定により、その名称等を次のとおり公表する。

　　平成26年２月14日
 石 川 県 選 挙 管 理 委 員 会　
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（政党の支部以外の政治団体）

指定の届出を

した者の氏名
公職の種類

資金管理団体の

名称

主たる事務所の

所在地
代表者の氏名

指定届受理

年月日

川　裕一郎 石 川 県 知 事 ＷＩＬＬ石川
金沢市増泉２丁目７

番19号
川　裕一郎

平成26年
１月14日

石川県選挙管理委員会告示第12号
　公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）第55条第２項及び第４項第２号の規定により不在者投票を取り扱うこと
のできる施設として、次のとおり指定した。

　　平成26年２月14日
 石 川 県 選 挙 管 理 委 員 会　

名　　　　称 所　　在　　地

ケアハウス朱鷺の苑やわらぎ 金沢市本町１丁目６番１号

石川県選挙管理委員会告示第13号
　公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定による個人演説会、政党演説会及び政党等演説会
を開催することができる公営施設につき、次のとおり指定を取り消した旨の報告があったので、同条第４項の規定に

より告示する。

　　平成26年２月14日
 石 川 県 選 挙 管 理 委 員 会　

市町名 施　設　名 所　在　地 指定取消年月日

中 能 登 町 中 能 登 町 鳥 屋 体 育 館 中能登町一青く部22番地 平成26年１月23日
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